
















決 算 日 レ ー ト 法 の 批 判 的 検 討









































































































































































































長 期 借 入 金
株 主 持 分
合 計
こエニーク ス ポ ー ジ ャ ー（P ）
換 算 差 益（損 ）S
決算ロレート法の批判的検討n
表1 各種換算方法とエクスポージャー
決算日 流動 ・非 貨幣・非 テンポ


































































$0.03 であったのがP1 ＝$O.02 となるようなドル高傾向の状況にあるとき
表に示されたそれぞれの換算方法のもとでの換算差損益は次のように求める
ことができる。
決算日レ ート法 ■$0.01×借方エクスポージ 十－P15,000 ＝$150 （換算差
損）
流動・非流動法:$0.01 ×借方エクスポージャーP9,000 ＝釣O（換算差損）
貨幣・非貨幣法:$0.01 ×貸方エクスポージャーP12,000 ＝$120 （換算差
益）ト

























































































































































































で$l ＝＼25a，T2 で$1 ＝￥240,Ta で$1 ＝￥230 とし， 決算日における
レ ートは$l ＝＼220 であったとする。 この場合， 決算日レート法により換
算が行なわれれば，在米子会社の財務諸表上のある項目$10,000 は一括して





















金額$2,430,000 は125（$5,000 ×￥250）:72 （$3,000 ×￥240）:46（$2,000





















































































































































































































発生時のレート，すなわちHR が適用されなければ 測定基準と 換算レート
との時間的対応関係が破壊され，換算前後における財務諸表の時間的首尾一


















の土地は 前期末 および 当期末の貸借対照表上のいずれに おいても取得原価











































































































































































































































） 機能通貨（functionalcurrency ） とは，「事業単位がその活動を行なう第一次
的な経済環境における通貨である。通常の場合，それは事業単位が主としてそこ
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